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議案第４４号 

 

   第３期長浜市教育振興基本計画（案）について 

 

令和２年１２月２日付けで長浜市教育振興基本計画策定委員会から別紙のとおり答申の

あった第３期長浜市教育振興基本計画（案）について、委員会の意見及び同意を求める。 

 

令和２年１２月２４日提出 

 

長浜市教育委員会 教育長 板山 英信   
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1

「教育」の範囲について、「学校（就学前）教育」を「就学前
教育、義務教育」に細分化してはどうか

「学校（就学前）教育」を「就学前教育、義務教育」と修正
します。

2

学校・園、家庭、地域、行政の役割を示した図は、複数の
集合の関係を図式化するものであり、重なった部分を視覚
化することが必要ではないか。

それぞれの組織が、役割に基づき、相互に協力することが
重要であると認識をしており、この図はそれを表したものに
なります。

4

基本目標１「幼児期における就学前教育を充実します」と
あるが、どう充実するのかを記載する必要があるのではな
いか。（例えば、人間形成の基礎を培う就学前教育を充実
します　など）

ご指摘の部分は、平成２７年に策定しました第２期長浜市
教育振興基本計画の基本目標となっておりますので、この
ままの表現とさせていただきます。この基本目標の実現に
向けた様々な取組を通じて、就学前教育の充実がはから
れていると考えております。

4

施策の基本的方向１「学びの芽生え」を育む教育・保育活
動の推進　の今後の課題について、就学前教育を充実さ
せるためには、それを担う人材の育成及び確保が必要不
可欠である。その点を入れ込むことで、現状を鑑みることが
出来るのではないか。

ご指摘のとおり、就学前教育の充実のためには、それを担
う人材が大変に重要となります。「・継続的に質の高い保育
を提供できるように、中高生からのキャリア教育を視野にい
れた長期的に保育人材の確保に向けた取組を進めるとと
もに、現在の若手職員への研修等をさらに充実していくこと
が必要である。」と記載します。

6

今後の課題の中に記載されている「新学習指導要領」が
求めているのは、社会に開かれた教育課程、カリキュラム
マネジメント、主体的・対話的で深い学びなど５項目ではな
かったか。

「主体的な学び、対話的な学び、深い学び」を実現するた
めには、教員の指導力の向上は欠かすことができないもの
であるという意味で、学習指導要領の表現を一部引用して
おります。学習指導要領の中で示されている他の視点につ
いても、本市の様々な施策の中で取り組んでまいります。

8

本計画において、特別支援教育の視点が弱いように感じて
いる。特別支援教育の発展にはインクルーシブ教育システ
ムの構築が必要不可欠である。県内初の副次的な学籍の
取組事例などの結果があるにも関わらず、埋もれていること
は残念である。過去の努力をこの計画内に落とし込んでい
ただきたい。

主な取組と成果の中に、「・他に先駆けて取り組んだ副次
的な学籍をはじめとするインクルーシブ教育の取組により、
特別支援教育の視点を活かして教育活動を進めていくこと
について、市の教育に携わる者の理解が深まった。」と記
載します。今後も、支援を必要とする子どもの増加傾向、
多様化の傾向を受け、これまで様々なご協力をいただき進
めてきた成果を踏まえて、個のニーズの視点に立った一層
の取組姿勢を各事業に反映してまいります。

9

今後の課題の中に、「地域住民を対象とする普及啓発活
動の強化が必要である。」とあるが、何の普及啓発活動な
のかがわからない。

「「長浜子どものちかい・長浜子育て憲章」のさらなる推進
のためには、地域住民を対象とする普及啓発活動の強化
が必要である。」と修正します。

9

今後の課題の中に、「各校園で特色ある活動の充実が図
られるよう、学校運営協議会と学校が、」とあるが、ほとんど
の園には協議会が設置されていないが、各校園は間違い
ではないか。

「特色ある活動の充実が図られるよう、学校運営協議会と
各学校（一部認定こども園を含む）が、」と修正します。

第３期長浜市教育振興基本計画（素案）へのパブリックコメント実施結果について

　議案第44号　【参考資料】
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令和２年長浜市議会１２月定例会一般質問答弁要旨 

※ここに記載されている内容は教育委員会事務局で要約したものであり、実際の答弁とは異なるところがあります。 

◆個人質問 

議員 質問要旨 答弁要旨 答弁者 担当 

中川 リョ

ウ 

自殺対策について、

特に「若い女性」「子ど

も」というキーワード

の重要性から環境が整

備されている教育現場

にＳＮＳ等を活用した

児童・生徒相談を導入

すべきと考えるがいか

がか問う。 

様々な悩みを抱えている子どもたちは、日ごろ

の学校や家庭生活の中で何らかのサインを出して

おり、教育委員会・学校は、その兆候にしっかり

と気付き、その子どもに必要な支援の方策を採る

ことが最重要だという認識のもと、スクールソー

シャルワーカー、スクールカウンセラー、または

教育相談事業等を活用しながら、支援を進めてい

るところである。 

今後は、現在活用している様々な相談窓口等を

子どもや保護者に十分周知するとともに、議員ご

指摘の事例についての成果と課題についても十分

検討していきたいと考えている。 

教育部

長 

教育指導

課 

伊藤 喜久

雄 

昨年２月に公表され

た「長浜市の幼稚園・

保育所等施設再編の考

え方」については、将

来の就園児の推移や保

育の担い手の確保見込

みなどをふまえて策定

されているが、来年度

以降も引き続き、現在

の「再編の考え方」を

踏襲され、施設再編を

進めていかれるのか問

う。 

平成３１年２月に公表した「幼稚園・保育所等

施設再編の考え方」については、将来的な就園児

数の動向を見据え、市全体の広域的な視点に立っ

て策定し、就学前教育・保育の担い手としての「民

間活力の最大限の活用」や「地域の保育ニーズの

反映と適正な集団規模の確保」、民間参入が期待で

きない地域での「公立園の役割の確保」という、「３

つの基本的考え方」を示しているところである。 

今後も、この「再編の考え方」に基づき取り組

んでいく。 

教育長 幼児課 

（再問）基本的な考え

方の中に地域の保育ニ

ーズの反映と適正な集

団規模の確保について

は、小規模園等の統合

等を検討すると明記さ

れている。そこで、今

後の検討にあたりロー

ドマップ的なものは策

定しているのか。 

再編計画についての具体的なロードマップの策

定はしていない。ただ、幼・保・認それぞれ園児

数の動向をみながら、その必要度の高い所から、

住民、保護者の意見を十分伺い検討していく。 

教育長 幼児課 

（再々問）就学前教育 一例を挙げると、２年目を迎える長浜南認定こ 教育長 幼児課 

協議・報告事項（１） 
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においては、県下に先

んじた取組を市長、教

育長のもと進められて

いるが、特に認定こど

も園における特色ある

魅力づくりについて

は、保護者の入園申込

の判断に大きく影響す

ると思う。そこで、認

定こども園における今

後の特色ある魅力ある

園運営について、今後

どのような考えで進め

るのか問う。 

ども園は、幼稚園型認定こども園であるが、地域

の自然資源である神田山を利用した大変特色ある

保育を現在考案しており、入園者数も増加に転じ

ている。市内の民間園についても、明確に園の特

色や運営方針を打ち出している園が増えていると

認識している。公立園についても、認定こども園

にとどまらず、単に子どもを安全に預かる施設と

いうことではなく、幼稚園、保育園の教育指針に

も明記されているような非認知能力を育てるため

に、地域の人的資源、自然環境、そして最新の保

育の考え方に基づく活動を取り入れるかというこ

とが問われていると認識している。今後もこのよ

うな取組を広げていきたいと考えている。 

伊藤 喜久

雄 

市内の８か所の幼稚

園において、従来から

の園区により入園申込

みが行われているが、

園区の必要性について

問う。 

また、現在の園区の

廃止は、時代的な要請

だと感じるが、その見

解も併せて問う。 

従来、園区制は、地域の小さな集団から、小学

校、中学校へと段階的に大きな集団へ進んでいく

ことで人間関係や社会性を学び、成長に応じて子

どもを育てていくという考え方によるものと認識

している。 

社会情勢の変化により、入園者数が年々減少し

ている現状から、園区の必要性は以前ほど高いも

のではないと考えているが、すべての園区を一度

に廃止するというような考えではなく、保護者の

意見を伺いながら、ニーズに沿って必要性の高い

園から柔軟に検討していく。 

教育長 幼児課 

藤井 登 新型コロナウイルス

が感染拡大する以前に

は、ほとんどの中学校

でがん教育「出前授業」

が行われていた。しか

し、コロナ禍でそれが

全て中止である。 

２人に１人ががんに

なる時代、がん教育は

重要であると考える。

「出前授業」をするか

否かの基準を明確に示

す必要があると考える

が、当局の見解を問う。 

本年度については、年度当初の学校における長

期休業に伴い、多くの教育活動に影響が及んだ。 

感染症の収束が見えない中、外部講師を招いて、

集団で学習することは困難ということもあり、が

ん教育の「出前授業」についても、やむを得ず中

止となった。 

がん教育をはじめ、命を大切にする教育活動に

ついては、今後も引き続き行っていきたいと考え

ているが、来年度以降も新型コロナウイルス感染

症の影響は大きいことが予想され、日々状況が変

わる中で「出前授業」をするか否かの明確な基準

を設けることは非常に難しいと考える。 

今後は、がん教育についてもＩＣＴの活用等を

視野に入れ、新しい生活様式を踏まえて取り組ん

でいく。 

教育部

長 

すこやか

教育推進

課 

矢守 昭男 ボードゲームは学生 市内公立学校における特別支援学級や通級指導 教育部 教育指導
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から絶賛され、「推測

力、語彙力、想像力」

を学校、自宅等で手軽

に養うことができると

言われている。子ども

たちが学習に取り組む

一つのきっかけとして

効果的であると考える

が、今後の学力向上に

向けた取組、啓発活動、

広報配布などの考えや

対応について問う。 

教室では、コミュニケーション能力や語彙力等の

育成の手段の１つとして、ボードゲームが活用さ

れている事例がある。 

市としては統一的に取り入れることは現在考え

ていないが、活用については、各学校の判断に委

ねたいと考えている。 

長 課 

（再問）ボードゲーム

は、特別支援学級やひ

きこもり児童生徒等へ

の支援や遊び、放課後

児童クラブにおいても

活用されている。また

ＥＳＤ（持続可能な開

発のための教育）の視

点からも様々な学力向

上が図られている。今

後に向けて、広い意味

での学力向上に関する

取組を問う。 

各校における独自の教育活動では、既にボード

ゲームを取り入れている状況にある。新学習指導

要領にはＳＤＧｓに関わる重要性について取り上

げられているので、これらからの学習展開の中で、

学習のねらいを達成するために必要があれば取り

入れたいと考えている。 

教育部

長 

教育指導

課 

竹本 直隆 教員のＩＣＴ活用指

導力について、全国平

均との大きな差を縮小

するには研修を図ると

のことだが、具体的に

どのような取組で改善

していくのか問う。 

教育委員会では、昨年度より「ＩＣＴ活用推進

リーダー研修会」を開催しており、各校のＩＣＴ

活用推進の中核となるリーダーを育成し、推進リ

ーダーを中心とした校内研修の充実を図り、学校

全体の実践的指導力の向上に努めている。 

また、ＩＣＴ活用に関しての経験や能力に応じ

たレベル別研修も実施し、教員個々のＩＣＴ活用

指導力を高め、すべての教員が日常的にＩＣＴを

活用した授業実践ができるように取り組んでいる

ところである。 

今後、研修以外にも、専門的な知識や技能を持

ったＩＣＴ支援員を有効活用し、ＩＣＴ機器を日

常の学習活動で使いこなす能力を高めていくとと

もに、授業でのより効果的な活用方法について、

各校の成果等を踏まえ、教育委員会としてしっか

りと検証しながら取り組んでいきたいと考えてい

教育部

長 

教育改革

推進室 
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る。 

（再問）どのような研

修をされていくのか、

具体的な内容について

わかる範囲で答弁いた

だきたい。 

研修については、議員ご指摘の実態調査の結果

に基づき、内容を計画して実施している。 

例えば、プログラミング教育やＩＣＴ機器を活

用して児童生徒にどのように指導するのかといっ

た研修や機器操作の研修等を従前から行っている

ところである。 

なお、詳細については問い合わせていただけれ

ば回答する。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

（再々問）外部から講

師を招いてＩＣＴを活

用した授業に関わって

いただく等の考えはな

いのか。 

初問の際に一部申しあげたが、ＩＣＴ支援員を

確保し、常時、各学校の疑問や指導について相談

できたり、巡回して直接指導していただいたりで

きる体制を整えたいと考えている。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

竹本 直隆 令和２年５月１日現

在、小・中・義務教育

学校の児童生徒数は合

計９，７４８名だが、

１人１台端末の整備計

画数は８，６００台。

大きな乖離があるのは

なぜか見解を問う。 

１人１台端末の整備にあたっては、文部科学省

が整備の補助基準の中でコンピュータ教室のパソ

コン等、既に整備している端末も１人１台に計上

することとしており、今回の整備では既存端末を

除いた台数を新たに整備することとしている。し

たがって、本事業による整備台数が８，６７７台

で、既存台数１，０７１台を加えると、１人１台

の環境は整うことになる。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

（再問）１，０００台

以上の差が出てきてい

るが、小学校１年生の

児童にはタブレットが

配備されないのか。 

小学１年生については通常は既存端末の活用を

前提としている。しかしながら、低学年において

もタブレット端末を用いた学習が効果的であると

考えられる場合は、交互に使う予定をしている。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

（再々問）小学校１年

生からすべての児童に

タブレットを使える環

境を整えることが学力

向上にもつながると考

えるが、今後の整備方

針について問う。 

既存端末とタブレット端末のどちらを活用して

も学習内容に大きな差が出るとは考えていない。 

タブレットの整備については、今後、児童数の

減少も見込まれることから余剰分を１年生分とし

て配布する予定をしている。従って、現状では計

画の範囲内で進めていき、低学年においても必要

な時にタブレットが使えるようにしていく。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

竹本 直隆 教職員についても、

１人１台端末の整備が

必要と思うが、整備計

画に入っているのか問

う。 

長浜市学校ＩＣＴ環境整備計画においては、教

員用端末は「児童生徒１人１台端末の整備に合わ

せて順次整備する」こととしている。 

今年度については、小・中・義務教育学校の学

級数分３６２台を整備し、当該学級での授業で使

う予定をしており、来年度以降についても整備計

画に基づき進めていきたいと考えている。 

教育部

長 

教育改革

推進室 
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（再問）先生方には今

後１人１台整備される

ということか。 

１人１台は整備されないが、学級数分は整備さ

れる。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

竹本 直隆 学校保健特別対策事

業費補助金について、

新たな試みを実施する

に当たり、校長の判断

で迅速かつ柔軟に対応

することができるよ

う、国が緊急的な措置

として支援すると謳わ

れている。スケールメ

リットを活用するため

か、一括して教育委員

会で調達されたと思う

が、各学校の裁量にな

ぜ委ねなかったのか問

う。 

学校保健特別対策事業費補助金については、各

学校へ予算を配分することが推奨されているが、

一方で、スケールメリットを活用した担当部局で

の一括調達も可能とされている。 

本市としては、スケールメリットの観点もある

が、何よりも、新型コロナウイルス感染症対策に

日々追われている学校現場において、物資の調達

に係る調整や事務処理などの負担をかけないこと

が最も重要と考えたことから、教育委員会事務局

の担当課において一括調達を行い、各学校に物資

を配備している。 

なお、物資の調達にあたっては、事前に各学校

に対し、感染症対策や学習保障に必要とされる品

目を調査し、確認したうえで、スケールメリット

が活かせるよう、内容や数量を調整したところで

ある。 

教育部

長 

すこやか

教育推進

課 

竹本 直隆 追加補助対象備品は

アルミサッシ網戸と空

気清浄機と限定されて

いるが、幅広い選択肢

がなかったのか問う。 

新型コロナウイルス感染症対策備品の追加購入

については、今ほどお答えした備品購入において、

入札差額が発生したことから、当初に数量調整の

ため十分に整備できなかった「加湿機能付き空気

清浄機」と「網戸」を購入することとした。 

いまだ新型感染症の収束が見えない中での備品

整備においては、感染症対策に有効とされる「空

気清浄機」と、一年を通して換気に必要となる「網

戸」の整備が重要と考えた。 

今回の備品の充実により、引き続き学校におけ

る感染リスクの軽減を図っていく。 

教育部

長 

すこやか

教育推進

課 

（再問）現場の声が反

映されていない。柔軟

性がないと思われる。 

追加購入の要望聞き

取りでは、なぜ選択肢

を広げることをしなか

ったのか。 

各学校には、感染症対策や学習保障に繋がる品

目について、当初の段階で聞き取りを行っており、

その中で、補助対象となるものを選定し、多くの

学校で必要としているものを購入することに決定

した。 

追加購入の品目は、先に整備できなかった分に

ついて、入札差額を活用して追加で購入すること

にしたものである。 

教育部

長 

すこやか

教育推進

課 

竹本 直隆 網戸については１０

月末現在１９校２８３

枚の要望がされている

網戸については、当初発注分が１９校２８３枚、

追加発注分が１８校２３２枚で、今年度で、合計

２３校５１５枚を整備する予定である。 

教育部

長 

教育総務

課 
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が、この夏にも設置が

できていない学校があ

る。未設置状況と設置

予定計画を問う。 

また、今回網戸の購入を希望されなかった学校

は１２校である。 

（再問）この網戸は設

置されているか。 

当初の１０月発注分は１月に納品される。追加

発注分については現在見積を取っており、１月よ

り遅れて納品される予定である。 

教育部

長 

教育総務

課 

（再々問）網戸は夏に

蚊や虫が入らないよう

にするために使うもの

だが、コロナに対応で

きるものとして、３月

３１日までに整備が間

に合うか。 

当初発注分は１月納品、それ以外についてはも

う少し遅れるが、夏までには設置する。 

教育部

長 

教育総務

課 

丹生 隆明 余呉小中学校につい

て、これまでのカリキ

ュラム等での取組は、

地域とのつながりを大

切にするとして、「ふる

さとをつなぐ」との基

本方針を掲げている。

カリキュラムに地域の

郷土民芸文化の伝承な

どを組み入れることに

対して、課題等と考え

ていることを問う。 

余呉小中学校では、「豊かなつながり」を基本方

針として、「つなぐ」をキーワードとした地域の自

然、文化、歴史、くらし、産業に関わり、自ら課

題を見つけ、主体的に考える力をつける取組が展

開されている。 

教育委員会としても、「社会に開かれた教育課

程」の実現により変化の激しい社会において、子

どもたちが困難を乗り越え、未来に向けて進む希

望や力が身につくと認識している。 

教科横断的な視点を加えた教育課程の編成を図

ることにより、地域理解のみならず、社会全体の

課題にも目を向け、その解決に取り組み、自分に

何ができるかと考えることのできる人材の育成に

努めていく。 

教育長 教育改革

推進室 

丹生 隆明 余呉地域のほか、既

に虎姫地域では同様の

小中一貫校が今年４月

から開校され、また他

の地域においても施設

分離型も含め開校が検

討されているように聞

いている。 

地域それぞれに特性

があるものと考える

が、余呉小中学校での

実績（メリット）を今

後の一貫校での学校教

余呉小中学校では、新学習指導要領にも対応し

た新しい教育の形として義務教育９年間を縦につ

なぐ小中一貫教育を進めてきた。 

これまでにカリキュラムの系統性・連続性を踏

まえた学習指導、中学校籍教員による乗入れ授業

に加え、児童生徒が活躍できる場面を増やすなど

様々な工夫を取り入れた取組が積みあげられてい

る。 

こうした成果を小中一貫教育校のみならず、市

内の小中学校に提供し、取り入れることにより、

豊かな社会性や人間性を育み、未来の長浜を支え

る人材育成に資することができればという思いで

ある。 

教育長 教育改革

推進室 
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育にどう活かそうと考

えているのか問う。 

髙山 亨 ２０１９年から子育

て支援の目玉として

「保育料無償化（一

部）」が打ち出された。

ますます保育需要は高

まり、解消どころか待

機児童の増加を各地で

生むこととなった。し

かしながら、親が子育

てをしながら就業でき

る態勢は、労働力不足

の中でますます求めら

れ、これが当たり前に

なる社会の実現こそ緊

急の課題ではないだろ

うか。市の見解を問う。 

教育的観点からは、将来の人格形成に大きな影

響を与える乳幼児期を最も信頼する親とともに過

ごすことは大変重要であると考えている。 

しかしながら、女性の活躍推進や少子化対策な

どの流れを受け、保育ニーズは年々増加し、多様

化している。 

本市においても、保護者のニーズに応じた保育

サービスを提供できるよう、幼稚園の預かり保育

事業や保育士確保対策により保育の受け皿の確保

に努め、待機児童解消をめざしているところであ

る。 

教育長 幼児課 

髙山 亨 待機児童ゼロを達成

するためにも、保育士

の確保がさらなる最重

要課題となっている。

国もこの間、処遇改善

や住居支援策を打ち、

それが市の「３つの政

策」にもつながった。

市内大学との連携など

努力をしていただいて

いるが、「就業中一時も

手を抜けない大変な仕

事であり、残業が多く、

その割には賃金が安

い」という現状を改善

することが、保育士を

見直すことになると考

えるが、市の追加確保

策について問う。 

本市では全国に先駆けて、保育人材確保のため、

公立園を対象とした住居支援策や奨学金の支援

策、再就職定着応援金等、保育士の処遇改善に取

り組んでいるところである。また、公立園の幼児

教育職の給与は、県内でも高い水準にあり、専門

性を考慮し、本市行政職の支給額よりも高く設定

している。 

現在、保育士確保に向けて保育士の魅力を伝え

るＰＲ動画の配信や、京阪神または山陰、東海地

方等の大学や近隣高校への訪問等、将来的な人材

確保に向けた取組を積極的に行っている。 

さらに、今後はＩＣＴを活用した保育業務支援

システムの導入に取り組み、業務の見直しを図り、

保育者が夢をもって子どもたちと接することがで

きるよう、働きやすい職場環境の整備を進めてい

く。 

教育長 幼児課 

草野 豊 今後長引くコロナ対

策として留守家庭等へ

の対応をどう考えてい

るのか。 

各学校では、４月、５月の長期にわたる一斉臨

時休業時には、保護者の仕事等やむをえない事情

で子どもを一人で留守番させられないなど、対応

が難しい家庭を対象に、一時預かりを実施してい

教育部

長 

教育指導

課 
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た。しかしながら、今後予想される休業措置につ

いては、感染の規模や波及状況などいろいろなケ

ースが想定され、一律に早い段階での施設活用の

予測もできない状況であるので、保健所の指導を

仰ぎつつ安全面を最優先にしながら、極力最短・

最小限の休業としていく方針である。 

（再問）調査によると

子ども全体の３割強が

長時間留守番をしてお

り、小学４年生以上や

一人親家庭では５割以

上が子どもだけで長時

間留守番をしていると

のデータが出ている。

そのような中で、文部

科学省では小中学校で

の地域一斉臨時休業は

避けるべきだと言われ

ている。それについて

の対応はどうか。 

文部科学省ではこれからは長期の臨時一斉休業

はしないとの考え方である。現在もそうであるが、

市内の発生状況によって、単発で発生しているよ

うな場合には極力最小限の日数の休業にとどめ、

保健所等の指導により消毒範囲などの対応も確認

しながら休業の日程を決定している。発生は突然

のことであり、その間どこで預かるか手配ができ

ない状況であるので、先ほど申したように迅速な

連絡の元、各家庭または地域でお世話になる形で

ご理解をいただきたい。 

教育部

長 

教育指導

課 

草野 豊 学級崩壊が起こると

子どもの成長や学力、

精神面に大きな影響を

与えると考えられる。 

教育委員会として、

学級崩壊が疑われる場

合、何が原因と考える

か。 

加害、被害児童・両

保護者・学級懇談・教

師への総合的な見地か

ら、それぞれに対して

の指導助言を問う。 

学級が集団での教育の機能を果たすことが困難

な状況は、様々な要因が重なって生じる。例えば

子どもの発達上の課題によるもの、教師が指導す

る上でルールが学級の中で根付く過程で徹底され

なかったり、例外が許されたりが繰り返されるこ

とが、学級でルールが守られないことにつながる

と考えている。市内でも過去に何度かあったが、

子どもたち一人ひとりにどうしていけば学級が上

手くいき楽しく学べるのかを考えさせていく必要

があるが、子どもたちは発達途上にある。教員は

もちろんだが、保護者の皆様にもお願いをしなけ

ればならないのは、子どもの目線で話を聴き、子

どもが納得できるように話し続けていくことであ

る。また、基本的なことではあるが、子どもの興

味関心を高める魅力ある、わかりやすい授業を工

夫すること、問題に対して担任一人で抱え込まず

に学校というチーム、関係機関との連携で取り組

むことが重要だと考える。 

教育長 教育指導

課 

（再問）崩壊となった

クラスの児童、その保

護者、学級懇談の際、

過去の事例などでは、そのような状態を教育委

員会で把握した際は、複数の事務局員が実際に子

どもたちの様子を観察する。必要に応じて、大学

教育長 教育指導

課 
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どのような指導を行う

のか。 

 そのような相談を受

け、教育委員会に伝え

た場合、その結果を返

してもらうことができ

るのか。 

教授などがアドバイザーとして学校に対して具体

的な方策を示し実施をしていく。また、学校が必

要とすることにも応えていく。原則は、子どもた

ちの認められたいという思いをどう保障していく

かが教師の責務だと考え、興味関心を持たせる授

業をしていくことも大きな仕事と考える。 

相談を受けた方へ結果を伝えることについて

は、そのままにしておくのではなく、取組状況に

ついて保護者への報告などが重要で、徹底してい

きたいと考える。 

鬼頭 明男 学校からの保護者へ

の学校メールにもスマ

ートフォンが利用さ

れ、情報が素早く発信

されているが、スマー

トフォンを持っていな

い保護者、学校メール

に登録していない保護

者、外国籍の方への対

応について、当局の見

解を問う。 

現在、教育委員会や学校が活用している緊急メ

ール配信システムに登録していない家庭は１６８

件あり、そのうち、外国籍家庭は１１３件である。 

未登録家庭への対応としては、多くの場合各校

を通じて個別に電話連絡をしている。 

外国籍や外国にルーツを持つ家庭へは、市で任

用しているサポート支援員から直接電話連絡した

り、できるだけ迅速に翻訳文書を作成し、学校を

通じて各家庭に配布するなどの対応をしている。 

教育部

長 

教育指導

課 

（再問）コロナ禍にお

いて緊急配信が必要だ

ったと思うが、この時

にスマートフォンを持

たない方へ問題が生じ

たことはなかったか。 

コロナ禍においても同様の対応をとっている

が、特に問題は聞いていない。ただ、ご心配いた

だいているように多様な方法で伝えていくことが

必要であると考えており、可能な限り市のＨＰや

外国人コミュニティのフェイスブック等も活用し

ながら情報伝達しているところである。 

教育部

長 

教育指導

課 

鬼頭 明男 今後の各学校でのス

マートフォンのメリッ

トとリスクの周知・研

修について当局の見解

を問う。 

小中学生のスマートフォンの保有率が高くなっ

ている現代社会の中で、情報モラル教育の充実は、

本市においても重要な課題の一つと認識している

ところである。 

学校では、スマートフォン等の持ち込みは原則

禁止しているが、家庭での使用も考慮し、すでに、

各学校では情報モラル教育の推進を図っていると

ころである。今後はさらに家庭・地域への啓発の

ための研修を推進するとともに、教育委員会から

は、各学校において効果的な指導や研修が行われ

るよう、文部科学省や各種団体が作成している教

材等の情報提供をして支援に努めていく。 

教育部

長 

教育指導

課 

（再問）周知等はされ

ているが、研修につい

先ほども申しあげたように、情報モラル教育と

いう観点から進めていきたい。学校での使用を前

教育部

長 

教育指導

課 
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ては全ての学校ではさ

れていないと聞いてい

る。今後、全ての学校

で研修を含めた周知が

可能なのか問う。 

提にということではなく、原則持ち込みを禁止し

ている状態の中では、その使い方、あるいはその

使い方によってどんなことが起きてくるかといっ

たモラルについての研修を進めていきたいと考え

ている。 

中川 勇 全市的に認定こども

園化がスタートした平

成２７年度以降、幼稚

園児の減少が、特に顕

著になっており、平成

３１年３月議会でお示

しした３年間の減少率

２１％（９園全体）が、

今年度までの５年間で

は減少率３８％（８園

全体）と拡大している。

また園児数５０人以下

の園も拡大している。

こうした状況につい

て、どのような見解を

持っておられるのか問

う。 

市内には８つの幼稚園があり、そのうち園児数

が５０人に満たない園が３園ある。園児数の減少

は人口減少や少子高齢化など、様々な要因が考え

られ、議員仰せのとおり、多くの意見や課題等が

あることも認識している。 

本市の園再編については、昨日、伊藤喜久雄議

員にお答えしたとおり、「幼稚園・保育所等施設再

編の考え方」により進めていくとしている。 

今後、急速に進む社会環境の変化や保育ニーズ

に対応していくため、よりスピード感をもって、

しっかりと検討していく。 

教育長 幼児課 

（再問）認定こども園

や保育園の園児数は横

ばいか増えている状況

だが、幼稚園について

は、減少が進んでいる。 

Ｈ３０年は５９４人

だったのが、Ｈ３１年

は５５０人となり、今

年は４６８人が全体の

状況である。保護者の

ニーズに対応した上で

今日の状態があるのか

どうか見解を問う。 

保護者、地域の方としては、自分たちの地域に

就学前施設を残してほしいというのが大半のニー

ズであると認識している。また、園の中には増加

傾向にある園も数園ある。一方、減少傾向が止ま

らない園もある。法律では、幼稚園は３５人以下

を原則とするという基準が示されているが、具体

的な解釈については、様々な文献や学識経験者の

話を聞いてもそれぞれ意見が分かれるところであ

る。２０人と考えるのか１５人と考えるのか、非

常に難しい問題である。しかも、長浜市の場合は、

２、３の園を除くといずれも園児数が４０～６０

人のところに集中している。このような状況を考

えると、減少傾向がはっきりしていて集団保育機

能が困難な園について、早急に対応する必要があ

ると認識している。 

教育長 幼児課 

中川 勇 旧長浜（中心市街地

～北部）エリアについ

ては、幼稚園が５園、

保育所が６園、認定こ

幼稚園や保育所等は、地域にとってはシンボル

的な存在の１つであると認識している。平成３１

年２月に策定した「幼稚園・保育所等施設再編の

考え方」においても、地域の実情や課題をしっか

教育長 幼児課 
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ども園が１園と集中し

ており、ここ数年のう

ちには特に幼稚園につ

いては、課題とされて

いる集団生活も困難に

なるのではと思われ

る。これら１２園の施

設再編調整等を新たに

検討する学識経験者を

含む専門組織設置の必

要性を考えるが、見解

を問う。 

りと捉え、必要に応じて専門家のご意見も参考と

してきたところである。今後の園の再編について

も、統合や廃園を前提として机上で進めていくの

ではなく、地元の方や保護者の方等との対話を十

分重ね、専門家のご意見も参考とさせていただき

ながら、どのように再編を進めていくかを検討し

ていく。 

（再問）旧長浜エリア

については、集中して

園が混在しており、こ

れまで園が設置される

にあたり、調整がされ

ていないように思う。

今後も民間活力を最大

限活用しながら取り組

むという答弁も聞いた

が、一定の地域の意見

を聞くだけではなく、

旧長浜エリア全体で考

えていく必要があり、

そのためには学識経験

者などの専門組織が必

要なのではないかと思

うが、それについて問

う。 

まずは、最も必要性が高いと認識されている幼

稚園の再編計画等について、至急取りかかりたい

と考えている。 

園が集中している区域の幼稚園においては、来

年度新たに特別支援教育の視点が必要な子どもを

対象にした専門の「支援ルーム」を開設する予定

である。園区が障害になるのであれば、特別支援

ルームへの通園に関しては弾力的に運用するな

ど、方策を重ねた上で、園児数がどのように変化

していくのか、このような数字も重要な指標にな

ると考えている。専門家、学識経験者等の意見も

参考にしながら、全体としての計画を作るのでは

なく、ひとつひとつ手掛けていかなければ、どの

園も似通った園児数であるため、公平性の観点か

らも問題があるのではないかと考えている。 

教育長 幼児課 

中川 勇 旧長浜エリア内に幼

稚園は５園存在する

が、周辺からは、預か

っては欲しいが勤務の

関係で時間制限がある

ため、遠くの施設にお

願いしているとの声を

聞く。特に小規模化し

つつある長浜西幼稚園

を、今後どのようにし

ていこうと考えている

本市の幼稚園における教育は、質の高い保育の

提供や研究機能の充実など、従来から就学前教育

の中核としての役割を果たしている。さらに現在、

幼稚園の空き教室を活用して、支援が必要な子ど

もに対して、個人の発達に応じたトレーニングが

行える「支援ルーム」の開設を進めている。 

今後は、「支援ルーム」における成果と検証も十

分に行い、園児数の動向や地域の皆さんのニーズ

を把握し、長浜西幼稚園も含め、拠点となる幼稚

園を配置しながら再編を検討していきたい。 

教育長 幼児課 
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のか、あり方について

見解を問う。 

（再問）幼稚園の民営

化についての検討はあ

るのか。 

幼稚園の民営化については、把握していない。

民間活力の導入については、いくつか聞いている

が、コロナ禍の影響もあり、現段階では進んでい

ない。 

教育長 幼児課 

（再々問）園の再編に

ついて、一つひとつの

状況に応じて考えるの

ではなく、エリア全体

で検討する考え方は持

っていないのか問う。 

まず必要性の高い幼稚園について検討してい

く。そして、Ａ幼稚園の次はＢ幼稚園というよう

な考え方ではなく、すべての園で個性化、特色化

を実施し、その中で園区の問題や将来的な子ども

の数の状況について判断した上で、拠点化する地

域、園はどこがいいのかということについて、地

元のみなさんや保護者、将来保護者となられる方

のご意見を伺うところから始めていきたいと考え

ている。 

教育長 幼児課 
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